[image: image1.png]


全国で増税法案強行可決に抗議行動。市民の怒り次々に
[image: image2.bmp]10日の増税法案の強行可決に対し、全国で怒りの抗議宣伝などが行われています。「公約違反許せない」「野田は早くやめてほしい」など憤りの声が次々に寄せられています。

消費税をやめさる愛知連絡会と愛知社保協、消費税をなくす愛知の会は８月10日、名古屋市中区の金山総合駅南口で、消費税増税法案の採決に抗議し、宣伝を行いました。国民の声と消費税増税反対の運動をさらに広げ、２年後の実施までに増税を許さない国会を作ることを熱く訴えました。（写真）
消費税増税法可決にツイート：Twitterより

「政府が経団連に言われるがまま消費税を増税。野田政権がやっているのは格差拡大・貧困倍増計画だ」
「デフレで給料が下がっているんだし、もっと消費が減るだろう」

「これで日本は世界一税金が高い国だ」

「増税可決された時点で、景気回復はもうありません」

「選挙で目にもの見せてやる。待ってろ」
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
消費税増税「暮らしに影響する」９２％　　毎日新聞世論調査
　毎日新聞は11、12の両日、消費増税法の成立を受けて、緊急の全国世論調査を実施した。消費税が引き上げられたら、｢暮らしに影響する｣と答えた人は、｢大いに｣（47％）と、｢ある程度｣（45％）を合わせ、計92％に達した。
増税法の成立については「評価しない」が53％を占め、｢評価する｣（44％）を上回った。民主、自民、公明の３党首が｢近いうちに信を問う｣ことで合意した衆院解散の時期に関しては、｢次期衆院選を早く行うべきだ｣が61％に上り、｢早く行う必要はない｣の33％を大きく上回った。
　10日成立した消費増税法は、現行５％の消費税率を14年4月に8％、15年10月に10％へ段階的に引き上げる。暮らしに｢影響しない｣と答えた人は｢あまり｣（４％）、｢全く｣（1％）の計5％にとどまった。｢影響する｣との回答は20代と70代以上を除き、９割強。特に子育て世代とみられる30代で96％、40代でも95％に達した。
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　このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。
























































































































































